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Ⅰ　研究の背景と目的
　戦後のわが国の後期中等教育は，全日制（以下，全日
制高校）・定時制（以下，定時制高校）・通信制（以下，
通信制高校）の３つの高等学校（以下，高校）の課程によっ
て行われている。通信制高校は，戦後制定された学校教
育法（1947年）成立当時補足的な役割からスタートした
が，文部省通達によって1955年から通信制教育のみで卒
業認定ができるようになった。さらに1961年の学校教育
法改正によって高等学校の通信制課程の設置，通信制の
みの独立校設置が認められた。加えて，３つ以上の都道
府県の生徒を募集する広域通信制高校の認可や通信制高
校と技能教育施設との連携制度も整備されていく。1988
年には修業年限の変更にともない，大学入学資格検定（現
「高等学校卒業程度認定試験」）による一部の科目の卒業
所要単位認定や定時制課程と通信制課程の併修によって
３年間で卒業することが可能となった。その後，2004年
の構造改革特区法によって株式会社立の広域通信制高校
の設置が認可されるなど通信制高校は制度発足以降柔軟
な制度運用がなされてきた。
　通信制高校は，全日制および定時制高校に通学できな
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若者に対して後期中等教育を受ける機会を保障する教
育制度である。制度発足当時，想定されていたのは働き
ながら学ばざるをえない「勤労青年」（家業従事者含む）
であった。また青年期の教育機会を奪われた者（戦前・
戦中の日本語を母語としない在日外国籍の者を含む）の
教育の場にもなっていた。今日の通信制高校は，経済的
困窮という理由に加えて，それとは異なる通信の方法に
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よって教育を受けざるをえない理由
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で入学を希望する／
せざるをえない若者─義務教育段階での不登校体験やい
じめ体験，発達障害，他の高校を中途退学（転学含む）
者など─を多く受け入れる教育機関になっている。彼ら
彼女らが抱える多様で複雑な困難への対応や特別支援の
ニーズに応えることが今日の通信制高校には求められて
いる。
　ところで，高等学校保健体育科の科目「体育」（以下，
体育科）は，学習指導要領において以下の目標が設定さ
れている１）。
　「運動の合理的，計画的な実践を通して，知識を深め
るとともに技能を高め，運動の楽しさや喜びを深く味わ
うことができるようにし，自己の状況に応じて体力の向
上を図る能力を育て，公正，協力，責任，参画などに対
する意欲を高め，健康・安全を確保して，生涯にわたっ
て豊かなスポーツライフを継続する資質や能力を育て
る」
　この目標は，義務教育段階での学習との接続が意識さ
れ，子どもが学習する当該科目の12年間の最終段階の役
割が強調されながら前学習指導要領の内容の改善が図ら
れている。しかしながら，通信制高校の制度的特徴なら
びに入学してくる生徒の実態を鑑みるに，全国の通信制
高校の現場においては，学習指導要領のねらいに適う体
育科教育を展開する際，他の２つの課程とは異なる制約
を抱えているように思われる。通信制高校の保健体育科
教諭の中には高校制度固有の制約の下で，入学している
生徒の（困難な）実態に即した実践を模索している者が
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少なくない。そこで本研究では，体育科教育が行われて
いる通信制高校とはどのような条件のもとに教育活動を
行っている学校であるのか，その制度的特徴と今日入学
する若者の実態を整理し，その固有の制約を前提にした
体育科教育の在り方を考えるきっかけにしたい。
Ⅱ　研究方法
　本研究では，主として資料分析によって行う。まず体
育科教育を実践するにあたって，今日の通信制高校の制
度的特徴および入学する生徒の実態について先行する調
査研究の知見をもとに整理する。次に，学習指導要領に
おいて，通信制課程上の体育科の取り扱いについて整理
を行ったうえで，事例分析として神奈川県立横浜修悠館
高等学校を取り上げて分析する。
Ⅲ　本　論
１．通信制高校の制度的特徴
　ここでは体育科教育の実践に関わる制度の特徴に着目
して以下の３点から整理していく。１）条件整備，２）
単位の修得および教育方法，３）通信制高校の類型。１）・
２）は，主に国立大学法人山梨大学　大学教育研究開発
センター「通信制高等学校の第三者評価手法等に関する
研究会」（以下，センター）がまとめた「通信制高等学
校の第三者評価制度構築に関する調査研究　最終報告
書」（2011年，pp3-10），３）は，秋山吉則「新しいタイ
プの通信制高校の現状と意義・課題」（平成21年度日本
通信教育学会研究論集，pp6-19）に基づいて，一部筆者
によるデータの更新や独自の分類項などを補足しながら
整理する。
１）条件整備
・教諭１人が担当する生徒数の多さ
　全日制および定時制高校では，「同時に授業を受ける
１学級の生徒数は40人以下」（高等学校設置基準第７条）
とされ，「主幹教諭，指導教諭および教諭の数は当該高
等学校の収容定員を40で除して得た数以上で，かつ，教
育上支障がないものとする」（同設置基準第８条）こと
になっている。他方，通信制高校では，「実施校におけ
る通信制の課程に係る収容定員は，240人以上とする」
（高等学校通信制教育規程第４条）とされ，「副校長，教
頭，主幹教諭，指導教諭及び教諭の数は，５人以上とし，
かつ教育上支障がないものとする」（同規定５条）こと
になっている。すなわち，通信制高校の教諭は他の２つ
の課程以上に生徒数を抱える条件にある。公立高校の場
合，法律（公立高等学校の適性配置及び教職員定数の標
準等に関する法律）に基づいて，生徒数に応じて教諭数
を算出する。全日制および定時制高校では収容定員の規
模に関わらず教諭１人あたり生徒数20人台を維持してい
るが，通信制高校では教諭１人あたり生徒数100名となっ
ており，他の条件を考慮せずにみても通信制高校教諭の
負担の大きさがわかる。
・養護教諭等教職員等の配置状況の遅れ
　また，2004年の高等学校設置基準の全部を改正する省
令によって，「高等学校には，相当数の養護教諭その他
の生徒の養護をつかさどる職員を置くように努めなけれ
ばならない」（同設置基準第９条）とされ，全日制およ
び定時制高校においては配置が努力義務として規定され
ている。他方，同年の高等学校通信制教育規程の一部改
正では「施設及び設備の一般的基準」（第７条）におい
て「保健室を備えるもの」としたが，養護をつかさどる
教職員の配置についての規定はない注１。同様にセンター
の報告書には司書教諭配置が進んでいない点も指摘され
ている。
２）単位の修得および教育方法
・「添削指導」「面接指導」「試験」による教育活動
　通信制高校は修業年限が３年以上，単位数74単位以
上，特別活動30単位以上で卒業できる。高等学校学習指
導要領に基づいて高等学校各課程の教育課程は展開され
るが，通信制高校においては高等学校通信制教育規程に
よって単位の修得方法が定められている。通信制高校の
教育活動は，「添削指導，面接指導及び試験の方法によ
り行うもの」（同規定第２条１項）とされており，「学習書」
と一般的に言われる「通信制教育用学習図書その他の教
材」（同条３項）を使用する義務があり，さらにICT（情
報通信技術）の発展により従来のラジオやテレビの放送
に加えてインターネット等多様なメディアを利用した指
導方法を認めている（同条２項）。通信制高校における「授
業」とは，生徒が各自学習書（教科書）にしたがって自
学自習を行い，面接授業（スクーリング）を受けること
でその学習の理解を深めていきながら報告課題（レポー
ト）を作成し添削指導を受けることを指す。この授業の
成果を試験によって確認を受けて単位認定がなされる。
　高等学校学習指導要領では，全日制および定時制高校
においては，１単位時間を50分とし，35単位時間の授業
を１単位として計算する。他方，通信制高校の教育課程
では前述のような教育方法を取るため，高等学校学習指
導要領第１章第７款に，各教科・科目の単位修得に必要
な添削指導及び面接指導の回数の標準が定められてい
る。添削指導の回数と面接指導の単位時間の比率は，実
習ないし実技科目であるかどうかによって変わる。体育
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科については添削指導１回と面接指導５単位時間（250
分）をもって，全日制および定時制高校における35単位
時間分とみなされる（表１）。
・多様なメディアによるICT教育の活用
　通信制高校においては，「その指導計画に，各教科・
科目又は特別活動について計画的かつ継続的に行われる
ラジオ放送，テレビ放送その他の多様なメディアを利用
して行う学習を取り入れた場合で，生徒がこれらの方法
により学習し，報告課題の作成等により，その成果が満
足できると認められるときは，その各教科・科目の面接
指導の時間数又は特別活動の時間数のうち，メディアご
とにそれぞれ10分の６以内の時間数を免除することがで
きる」（高等学校学習指導要領第１章第７款の４）とさ
れている。体育科についてもこうしたICT教育を活用
して単位認定を行っている学校もある。
・協力校制度
　北海道や離島のある東京都など遠隔地に住む生徒が在
籍する通信制高校には，実施校の行う面接指導や試験等
に協力する高校を設けることができる（高等学校通信教
育規程第３条）。したがって，協力校を有する通信制高
校においては，協力校の教諭が体育科の面接指導を実質
的に担っている。
３）通信制高校の類型
　戦後発足した通信制高校はすべて公立であった。高度
経済成長を機に，1962年に創設された学校法人日本放送
協会学園（学校法人NHK学園）をはじめとする私立に
よる広域通信制高校が開設され学校数は増加していく。
1995年度から2014年度の20年間の推移をみてみよう（表
２）。1995年度には全通信制高校数はわずか93校だった
が，2014年度になるとその数は231にも増加している。
これは全日制および定時制の学校数が減少傾向にあるの
と対照的である。また設置学科の推移をみると，1995年
度から2014年度までの間におよそ倍増した学科のおよそ
８割が普通科を占めている（表３）。2000年代に入ると
私立学校（株式会社立も含む）が通信制教育への参入を
強め，2003年度公私の割合が逆転し，2014年度にはその
差はおよそ２倍にもなっている。その大半がいわゆる実
学的を志向する専門高校ではなく高等教育機関への進学
表２　学校数の推移
年度 通信制学校数計
通信制
学校数（公）
通信制
学校数（私） 全定学校数
1995 93 68 25 5,501
1996 96 68 28 5,496
1997 98 69 29 5,496
1998 100 69 31 5,493
1999 104 70 34 5,481
2000 113 69 44 5,478
2001 119 70 49 5,479
2002 128 68 60 5,472
2003 138 68 70 5,450
2004 152 70 82 5,429
2005 175 76 99 5,418
2006 185 75 110 5,385
2007 192 74 118 5,313
2008 197 71 126 5,243
2009 205 71 134 5,183
2010 209 72 137 5,116
2011 210 73 137 5,060
2012 217 76 141 5,022
2013 221 77 144 4,981
2014 231 77 154 4,963
［出典］　e-Statに掲載されている各年度版の「学校基本調査」よ
り筆者作成
表３　学科数の推移
年度 学科計 普通 専門
1995 130 87 43
1996 132 90 42
1997 135 92 43
1998 137 94 43
1999 140 99 41
2000 146 107 39
2001 153 113 40
2002 164 119 45
2003 172 129 43
2004 187 143 44
2005 212 165 47
2006 227 175 52
2007 228 182 46
2008 235 187 48
2009 243 195 48
2010 243 199 44
2011 243 199 44
2012 248 206 42
2013 253 210 43
2014 264 221 43
［出典］　e-Statに掲載されている各年度版の「学校基本調査」よ
り筆者作成
表１　各教科・科目の添削指導および面接指導の１単位
時間
各教科・科目 添削指導（回）
面接指導
（単位時間）
国語，地理歴史，公民及び数学に
属する科目 3 1
理科に属する科目 3 4
保健体育に属する科目のうち
「体育」 1 5
保健体育に属する科目のうち
「保健」 3 1
芸術及び外国語に属する科目 3 4
家庭及び情報に属する科目並びに
専門教科・科目
各教科・科目
の必要に応じ
て2〜3
各教科・科目
の必要に応じ
て2〜8
［出典］　e-Statに掲載されている各年度版の「学校基本調査」よ
り筆者作成
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を前提にした普通科高校である。
　前述の推移は，単に通信制教育制度の量的拡大を示し
ているわけではない。この変化は通信制高校教育制度を
一様に言及することができないような多様性をもたらし
ている。以下に，秋山の分類（①，②，③）に一部筆者
の分類（④，⑤）を加えてその多様性を整理する。
①　生徒募集範囲による分類
ａ．狭域通信制：生徒募集の範囲が，学校の所在
する都道府県のほか１都道府県内としてお
り，公立高校は私立高校（全日制と併設型）
が該当する。
ｂ．広域通信制：学校の所在する都道府県のほか
２都道府県以上から生徒募集する。そのため，
全国各地に分校やサポート校を配置して遠隔
地の生徒への教育体制を補っている。
②　面接指導（スクーリング）の実施時期による分類
ａ．週末実施型：他の課程との併置校で平日に施
設・設備を使用できない高校において，土日
や長期休業中に実施する。
ｂ．宿泊実施型：遠隔地の生徒が１週間以内の宿
泊に伴う集中的な面接指導を実施する。
ｃ．平日実施型：独立校において，週２ないし３
日あるいは毎日生徒が通学し面接指導を実施
する。
③　学習形態による分類
ａ．自学自習型：標準的な学習形態であり，自宅
にて課題レポートに取り組み，一定数の面接
指導を受ける。
ｂ．インターネット積極活用型：学校が準備した
インターネット教材の活用や学校と自宅とを
インターネット回線により双方向ライブ授業
によって学習を進める。課題レポートもイン
ターネットで提出できる学校もある。また前
述のように面接指導時間が一部減免される。
ｃ．サポート校型：通信制高校に入学するととも
に，サポート校にも在籍をする。課題レポー
トの作成・提出についてはサポート校で指導
を受け，面接指導は通信制高校で受けるとい
う学習形態をとる。ただし，生徒の学習指導・
生活指導を担う民間のサポート校の教育活動
については行政の監督権限がないため課題も
少なくない。
ｄ．技能連携校型：通信制高校に在籍する生徒
が，都道府県教育委員会が指定した技能教育
施設（専修学校高等課程や企業内の職業訓練
校）で教育を受ける（技術・技能を一部単位
数として認定される）。
④　修業年限による分類注２
ａ．修業年限３年型：中学卒業と同時に入学した
生徒が３年間で卒業することを前提に教育課
程がつくられている。
ｂ．修業年限４年以上型：中学卒業と同時に入学
した生徒は基本は４年間で卒業することを前
提に教育課程がつくられており，別途３年間
で卒業できるコースを設定している。
⑤　設置形態による分類注３
ａ．独立校型：通信制課程のみを置く。
ｂ．併置校型：通信制課程が，他の２つの課程と
併置されている。修業年限４年以上型の学校
では，同一校内の定時制課程との併修によっ
て３年間で卒業できる制度の活用が容易であ
る。ただし，施設を複数の課程で使用するた
め，部活動含めた教育活動に一定の制約があ
る。
小括
　本節では，制度の側面から通信制高校固有の特徴につ
いて整理を行った。全日制および定時制高校と比較した
場合，通信制高校に勤務する教員１人あたりの生徒数が
多い。高校のタイプにもよるのだが，生徒が自学自習に
よって作成した課題レポートの添削指導を行うことに教
育活動の多くが費やされている。次節で述べるように今
日の生徒の実態を鑑みた場合，養護教諭の未配置または
兼務による配置状況は，生徒へ適切な支援を取りこぼす
ことになりうる。また保健体育科教諭にとっても養護教
諭との連携による教育実践ができない点は，司書教諭の
未配置とあわせて在籍する生徒の学習を貧しくするとい
う課題でもある。
　単位修得・教育方法に関しては，体育科は生徒自身が
実際に体を使いながら学びを深めていく教科教育であ
る。それゆえに教育課程において面接指導の比重が他の
教科よりも高い。後述するように体育科の面接指導時間
数は，文科省が設定している時間数よりも多く設定して
いる学校が少なくないのだが，常に同じ生徒が同じ時間
に履修するわけではない。次節の生徒の実態を鑑みた場
合，その指導計画には多くの課題を抱えることにもなる。
　通信制高校の類型は，2000年代からの私立学校の増加
によって多様化を極めている。整理したような分類項は
いくつもの組み合わせによって実際の高校で取り入れら
れている注４。こうした制度運営上の多様性を包摂する
通信制高校においては必然的に，教育の方法にも多様を
生じさせるため，後期中等教育段階における体育科教育
の在り方について他の課程と同じ枠組みで検討すること
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に困難をもたらしうる。
２．通信制高校に通う生徒の実態
　前節で確認したとおり，通信制高校は現在増加傾向に
ある。それは通信制教育に対するニーズが一定あり続け
ていることを示している。1980年，勤労青少年のための
後期中等教育機関としての役割を担ってきた定時制・通
信制高校の在り方をめぐって，有識者会議が開かれた。
文部大臣にあてた改善点は，働きながら学ぶ生徒の学習
負担の軽減という視点に立った柔軟な制度運用の在り方
とともに必ずしも卒業を目的としないで自己の教養を高
めるために入学する層の生涯教育的観点の導入が盛り込
まれた（高等学校定時制通信制教育改善研究調査協力者
会議報告「高等学校定時制通信制教育の改善について」
1980年）。しかし，今日通信制高校に入学する層はその
当時の状況と大きく変わってきている。では今日，通信
制高校にはどのような生徒が入学しているのか。各種統
計調査や先行調査研究のデータをもとに整理する。
１）在籍生徒数ならびに履修者率の推移
　まず学校基本調査をもとに1995年度から2014年度の20
年間の在籍生徒数の推移をみてみよう（表４）。1995年
度３つの課程合わせた在籍生徒数は，2014年度になると
およそ136万人も減少する。しかし通信制高校はこの20
年間でおよそ３万人もの在籍生徒数を増加させている。
1995年度全課程すべての在籍生徒のうち３％だった通信
制高校在籍者は，20年間で５％を占めるようになった。
通信制高校内でみると，私立高校在籍者数は2007年度以
降公立高校のそれを超え，その後も公立高校は在籍者数
を減少させるが，私立高校は増加し2014年度全体のおよ
そ６割を占めている。
　次に通信制高校履修者率注５の推移をみる（表５）。
1999年度から2014年度の推移をみて顕著な点は，公立高
校は各年度およそ６割から７割の履修率であるのに対し
て，私立高校はおよそ７割以上９割台の高い履修率で推
移していることである。私立高校は進学率とともに，当
該年度に履修する生徒の割合も高いことがわかる。
２）在籍者年齢構成の推移
　2005年度から2014年度の10年間の年齢別構成をみる
と，15〜19歳の在籍者が67.8％から78.2％まで増加し，
20〜29歳の層は２割を下回っている。15〜19歳の各年
齢別にみるとわかるが，中学卒業と同時に通信制高校に
進学する層（新卒者）が一定数存在する（表６）。財団
法人全国高等学校定時制通信制教育振興会の調査（2011
年時点，129校回答）においても，中学卒業後に全日制
あるいは定時制高校に進学せず／できない理由によっ
て，通信制高校に進学する者が64.2％を占めている。さ
らに公立と私立で分けてみるとその違いが顕著になる。
2014年度の年齢別構成15〜19歳層をみると，公立高
校では54.8％にとどまり，私立高校では15〜19歳層が
93.1％と大きな差がみられ，設置者の違いによって受け
入れる年齢構成の違いがある（表７）。
３）生徒の実態
　前項でみたように，通信制高校は新卒者が多く占める。
前述の振興会の調査結果によれば，あくまでも教員が把
握している数という制約があるが，就業している生徒の
割合は35.4％（パート・アルバイトが28.3％）にとどまり，
表４　在籍者数の推移
年度 通信（公立） 通信（私立） 計 全定生徒数
1995 97,330 56,653 153,983 4,724,945
1996 96,753 57,762 154,515 4,547,497
1997 98,220 58,138 156,358 4,371,360
1998 100,930 60,611 161,541 4,258,385
1999 104,290 66,722 171,012 4,211,826
2000 107,854 74,023 181,877 4,165,434
2001 109,686 80,446 190,132 4,061,756
2002 107,589 84,503 192,092 3,929,352
2003 105,490 84,616 190,106 3,809,827
2004 96,774 85,011 181,785 3,711,062
2005 93,770 89,748 183,518 3,596,820
2006 91,361 91,156 182,517 3,494,513
2007 89,973 92,622 182,595 3,406,561
2008 88,384 94,895 183,279 3,367,489
2009 88,132 97,980 186,112 3,347,311
2010 86,843 100,695 187,538 3,368,693
2011 84,362 103,889 188,251 3,349,255
2012 80,368 109,050 189,418 3,355,609
2013 75,004 110,585 185,589 3,319,640
2014 71,180 112,574 183,754 3,334,019
［出典］　e-Statに掲載されている各年度版の「学校基本調査」よ
り筆者作成
表５　通信制高校履修者率の推移
年度 公立 私立
1999 67.7％ 99.8％
2000 68.6％ 98.8％
2001 67.9％ 98.3％
2002 67.8％ 98.6％
2003 62.0％ 77.9％
2004 65.3％ 80.4％
2005 65.1％ 81.5％
2006 64.9％ 80.0％
2007 66.0％ 75.6％
2008 66.2％ 75.9％
2009 68.5％ 77.9％
2010 71.2％ 78.6％
2011 69.0％ 85.5％
2012 68.2％ 94.5％
2013 67.5％ 95.9％
2014 66.0％ 96.1％
［出典］　e-Statに掲載されている各年度版の「学校基本調査」よ
り筆者作成
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64.6％が無職であった。働きながら学ぶ生徒像からかけ
離れた生徒の実態がうかがえる。では，どのような層な
のだろうか。同調査では高校生活を送る際に困難を生じ
る可能性の高い要因となる項目について各校に質問して
いる。各項目について該当する生徒数の合計を各回答校
の全生徒数の合計で除した割合は以下の通りである。
ａ．不登校経験率：14.6％
ｂ．一人親世帯率：19.7％（母子世帯16.1％）
ｃ．特別な支援を要する生徒率：8.5％（学習障害：
1.5％，発達障害：3.0％）
ｄ．心療内科等への通院歴：5.6％
ｅ．療育手帳・障害者手帳取得率：0.8％
ｆ．外国につながる生徒率：0.6％
　入学以前の教育機関においての不登校経験の詳細はわ
からない。その中にはいじめを受けた経験など人間関係
上のトラブルを抱え，新たな関係性を構築することに対
して前向きになれないが，高卒の資格取得のためにあえ
て通信制高校を選択した者が一定数いることが推測しう
る。また，不登校経験が長期化した生徒の中には，系統
的な学習を受ける機会を失うことで学力不振に陥ってい
る者もいる。一人親世帯がおよそ２割存在するというこ
とも，二人親世帯よりも経済的に不安定な状況に置かれ
ている生徒が少なくないことを示している。また，一人
親世帯にいたる過程における両親の不和によってもたら
される不安定な家庭環境のもとで辛い経験をする者もい
たはずである。特別な支援を要する生徒やメンタル面で
の通院歴のある生徒，療育手帳・障害者手帳を取得して
いる生徒そして外国につながる生徒が割合としては少な
いものの在籍するということは，通信制高校はかような
一人ひとりのニーズに適う支援や教育方法等の配慮が求
められていることを指す（後述）。
　公表されている同調査の結果からは，129の回答校の
公私の比率や設置された都道府県等詳細はわからない。
また，各校の生徒状況の把握方法についても明らかに
なっていない。そこで１つの公立通信制高校の事例を紹
介しよう。表８は，神奈川県立横浜修悠館高等学校の
2014年度入学生のデータである注６。15歳入学者がおよ
そ８割であり，学校基本調査の当該年度の平均よりも高
い。そのうち34.3％の新入生が不登校を経験している。
療育手帳・障害者手帳を保有する者が9.1％（発達障害
による手帳保有率は4.5％），うつや統合失調等心的要因
による病状を申告する者が4.7％いる。高校が設置され
ている地域性もあり，当該校には外国につながる生徒数
も17.4％と高い。この高校はほかの通信制高校と比して
かような困難を抱える生徒が多く集中しているのかどう
かは定かではない。しかしながら，この高校は「多様で，
たくさんの生徒たち一人ひとりの課題をつかむ」ための
アンケート（「学校生活に関するアンケート」「きめ細や
かな学習支援を行うためのお願い」「外国につながる生
徒，保護者のみなさまへ」）を任意提出してもらうことで，
生徒の課題を集約している点がこうした数値の高さを表
していると考えられる。一人ひとりの課題を把握しなが
らこの高校ではより適切な支援・教育活動を行っていく
ための体制づくりが構築されている2）。
表６　年齢別構成の推移
年度 15〜19歳 20〜29歳 30〜39歳 40〜49歳 50〜59歳 60歳以上
2005 67.8％ 24.0％ 4.6％ 1.7％ 1.2％ 0.7％
2006 68.3％ 23.8％ 4.6％ 1.5％ 1.1％ 0.7％
2007 69.8％ 23.0％ 4.3％ 1.3％ 1.0％ 0.6％
2008 71.4％ 22.0％ 3.7％ 1.3％ 0.9％ 0.6％
2009 72.2％ 21.2％ 3.6％ 1.4％ 0.9％ 0.7％
2010 73.9％ 20.4％ 3.1％ 1.2％ 0.6％ 0.6％
2011 76.0％ 19.5％ 2.76％ 0.93％ 0.34％ 0.48％
2012 78.7％ 18.7％ 2.79％ 0.95％ 0.33％ 0.44％
2013 77.7％ 17.7％ 2.78％ 1.01％ 0.35％ 0.43％
2014 78.2％ 17.2％ 2.80％ 1.02％ 0.35％ 0.39％
年度 15歳 16歳 17歳 18歳 19歳
2005 10.2％ 15.7％ 21.7％ 12.4％ 10.2％
2006 9.9％ 15.8％ 22.2％ 12.9％ 9.9％
2007 10.9％ 17.0％ 22.9％ 12.0％ 10.9％
2008 11.2％ 17.8％ 23.7％ 11.8％ 11.2％
2009 11.7％ 18.0％ 24.2％ 11.7％ 11.7％
2010 13.0％ 18.6％ 23.8％ 12.0％ 13.0％
2011 13.3％ 20.3％ 24.7％ 11.4％ 6.4％
2012 13.4％ 19.4％ 26.4％ 11.3％ 6.3％
2013 13.8％ 20.5％ 26.0％ 11.3％ 6.6％
2014 14.3％ 20.1％ 26.6％ 11.1％ 6.1％
［出典］　e-Statに掲載されている各年度版の「学校基本調査」よ
り筆者作成
表７　2014年度　公立私立別年齢別構成
15〜19歳 20〜29歳 30〜39歳 40〜49歳 50〜59歳 60歳以上
公立 54.8％ 36.2％ 5.8％ 1.8％ 0.6％ 0.8％
私立 93.1％ 5.1％ 0.9％ 0.5％ 0.2％ 0.2％
［出典］　e-Statに掲載されている各年度版の「学校基本調査」よ
り筆者作成
表８　2014年度入学生状況
新入学者年
齢15歳＊１
新入学者手
帳保有者＊２
主に心的要
因に病状の
ある者＊３
新入学者
長期欠席
経験＊４
外国につな
がる生徒＊５
81.8％ 9.1％ 4.7％ 34.3％ 17.4％
［出典］　2014年「横浜修悠館高等学校の概要」
＊１　転編入生104名を除く一般生529名のうちに占める割合
＊２　本人・保護者から任意の申告があった者。「身体・知的・精神・
発達」の合計。
＊３　「てんかん・うつ・統合失調・パニック・摂食障害・適応障害」
の合計。なお，新入学者かどうか不明のため633名で筆者が算出
した。
＊４　長欠申請および90日以上欠席日数が確認できた者の合計。
＊５　入学時に保護者から申告のあった者は19名である。その後，
グループ，担任で掌握したものを含めて確認できたものは110名。
うち，保護者に通訳が必要な生徒は17名。なお，新入学者かどう
か不明のため633名で筆者が算出した。
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小括
　後期中等教育制度としては主流ではないにもかかわら
ず通信制高校に進学する者の数は漸増している。2014年
度において私立高校に在籍する生徒数が通信制高校全体
の６割を超えるようになり，入学者のうち中学卒業と同
時に進学する層が９割を超える。それに対して公立高校
には20歳〜29歳以上の層の在籍者が45.2％おり，他校か
らの転編入学者を含めた既卒者層を受け入れており，公
私の受け入れている生徒層が異なる傾向がうかがえる。
また，公立高校の履修者率が66.0％であり，96.1％の私
立と比べると低い。この差についてはこのデータからは
説明できない。新卒者と既卒者の比率の違いによって生
じているのか，あるいは公立高校と私立高校とで教育や
支援の方法・体制に違いがあるのか等の検証は今後の課
題である。
　通信の方法によって教育を受けざるをえない生徒の実
態とはどのようなものなのか。不登校経験者，一人親世
帯出身者，発達障害等特別支援が必要な者，療育手帳・
障害者手帳取得者，心的要因によって通院歴のある者そ
して外国につながる者などが一定の割合で在籍してい
る。また，公立の通信制高校に多く在籍している既卒者
の中には，ほかの高校を中途退学するなどした転編入し
た層がいる。いわゆる受験偏差値の低い序列にある高校
に中退者が集中しており，彼ら彼女らの中には経済的困
窮や低学力の者が少なくない3）。文科省は2013年度より
「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調
査」において通信制課程の中途退学者数の集計を行って
いる。定時制の中途退学率が11.5％と際立っているが，
通信制高校も5.3％（公私ともに同率）と，全日制の1.2％
と比べて高い。この調査上の中途退学者には他校への転
学者の数は含まれていない。通信制高校は，他の学校を
中途退学（転入学含む）して入り直すことができるセー
フティネットの役割を担う後期中等教育機関である。こ
うしたいわゆる「最後の砦」としての通信制高校を中途
退学せざる要因にはかような生徒が抱える困難の影響も
あると推測しうる。
　以上のように漸増している入学者にみられる困難な状
態を鑑みた場合，彼ら彼女らのニーズに適う支援や教育
方法が通信制高校に求められていよう。レポートに基づ
く添削指導（高校によってはレポート作成段階における
指導も含む）は個別指導であるため，一斉授業が前提の
全日制や定時制高校と比べると，教員は生徒一人ひとり
の状況を把握することが可能であるともいえる。さらに
体育科は，面接指導の回数がほかの教科・科目よりも多
く設定されている特徴がある。こうした生徒の多様な困
難な実態に配慮しながらどのように体育科教育は行われ
ているのだろうか。次章で検討する。
３．通信制高校における体育科教育
１）学習指導要領上の教科「体育」の内容
　現行学習指導要領において，「体育」は運動に関する
領域（「体つくり運動」，「器械運動」，「陸上競技」，「水泳」，
「球技」，「武道」，「ダンス」）と知識に関する領域（「体育
理論」）の８つの領域で構成されている。前者の内容と
して，（１）技能（「体つくり運動」は運動），（２）態度，
（３）知識，思考・判断が示されている。後者の内容とし
て，（１）スポーツの歴史，文化的特性や現代のスポーツ
の特徴，（２）運動やスポーツの効果的な学習の仕方，（３）
豊かなスポーツライフの設計の仕方が示されている。標
準単位数は，７〜８単位とされており，履修学年は「全
日制，定時制及び通信制などのいずれの課程にあっても，
各学校の修業年限に応じてそれぞれ各年次に単位数を均
分して配当し，計画的，継続的に履修させることによっ
て指導の効果を上げる必要がある」と示されている4）。
　前述したように，学習指導要領には，通信制高校の教
育課程の特例規定（第１章総則第７款）があり，「体育」
は１単位につき添削指導は１回，面接指導は５単位時間
（１単位50分）を標準としている。この標準はそれを下
回ってはならないといったミニマム規定であり，学校の
中には生徒の実態や教育的配慮のもと，面接指導の単位
時間をこの標準以上に設定する学校が少なくない。前節
で紹介した神奈川県立横浜修悠館高等学校の例で詳しく
みてみよう。
２）神奈川県立横浜修悠館高等学校の事例
〈学校についての概要〉
　2008年度にそれまであった２つの通信制課程を統合し
て開校された普通科の通信制高校である。修業年限３年
タイプの単位制２学期制の高校であり，単年度の募集人
員は1250名。公立高校の中では相対的に新卒者が多く入
学してくる（前述）。2014年度在籍生徒数は3401名いるが，
履修者率（履修指導やレポート配布を受けないために１
年間学習活動ができない生徒を除く「活動生徒」の割合）
は66.6％である。生徒は科目ごとに３つの学習形態（平
日登校講座・日曜スクーリング・IT講座）を選択できる。
2014年度は，「日曜」（1571名）が最も多い（「平日」（1298
名），「IT」（270名））。生徒の困難な実態（前述）に対
しては手厚い支援体制を学校全体で試行錯誤して構築し
てきた。基礎学力の乏しい層への学習支援：「レポート
完成講座」と「トライ教室」，外国につながる生徒の総
合支援：架け橋教室，集団が苦手な生徒の居場所支援：「悠
Room」など個別支援プログラムを準備している。発達
障害等特別支援の必要な生徒に対しては，「個別支援計
画」に基づく支援も整えられており，思春期の発達障害
を専門とする精神科医やスクールカウンセラーによる個
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表９　学習の到達目標と評価
学習の到達目標
運動の合理的，計画的な実践を通して，知識を深めるとともに技能を高め，運動の楽しさや喜びを深く
味わうことができるようにし，自己の状況に応じて体力の向上を図る能力を育て，公正，協力，責任，
参画などに対する意欲を高め，健康・安全を確保して，生涯にわたって豊かなスポーツライフを継続す
る資質や能力を育てる。
関心・意欲・態度 思考・判断 知識・理解 運動の技能
レポート・スクーリングで評価 レポートで評価 レポートで評価 スクーリングで評価
運動の楽しさや喜びを深く味わう
ことができるよう，公正，協力，
責任，参画などに対する意欲をも
ち，健康・安全を確保して学習に
主体的に取り組もうとする。また，
スポーツの歴史について理解して
いる。
生涯にわたる豊かなスポーツラ
イフの実現を目指して，自己や
仲間の課題に応じた運動を継続
するための取り組み方を工夫し
ている。また，自己や仲間の状
況に応じて体力を高めるための
運動を継続するための計画を工
夫している。
選択した運動の技術(技）の名
称や行い方，体力の高め方，課
題解決の方法，練習や発表の仕
方，スポーツを行う際の健康・
安全の確保の仕方についての具
体的な方法，文化的特性や現代
のスポーツの特徴，運動やス
ポーツの効果的な学習の仕方及
び豊かなスポーツライフの設計
の仕方を理解している。
運動の合理的な実践を通して，
運動の特性に応じて勝敗を競っ
たり，攻防を展開したり，表現
したりするための各領域の運動
の特性に応じた段階的な技能を
身に付けている。
［出典］　平成26年度横浜修悠館高等学校「学習報告課題集」より抜粋して筆者作成
表10　科目案内（2014年度）
体育Ⅰ（２単位） 科目内容 留意点
レポート２
（前期１　後期１） 体育理論と体つくり運動に加え，
［実技］
Ａコース：卓球，器械運動（マット），サッカー
Ｂコース：バレーボール，陸上競技（走跳投），バスケットボール
［レポート］
武道を含むすべての種目について，基本的な技能とルール・歴史についての学習
＊様々な事情により視聴代替を積極的に活用しようとする生徒は，IT講座を選択す
るのが望ましい。
［試験］なし
・体育の既修得単位数が
０〜１単位の生徒対象
・スクーリングがＡ，Ｂ
コースに分かれて展開
（必履修科目）
面接指導
最低出席数10回
平日登校講座18回
（前期９回　後期９回）
日曜スクーリング15回
（前期８回　後期７回）
IT講座のコンテンツ数
９（種目別）
体育Ⅱ（２単位） 科目内容 留意点
レポート２
（前期１　後期１）
体育理論と体つくり運動に加え，
［実技］
Ａコース：バレーボール，陸上競技（跳），テニス
Ｂコース：ソフトボール，陸上競技（投），バドミントン
［レポート］
ダンスを含むすべての種目について学習する。バレーボール，陸上競技，ダンス
については，発展的な技能やゲーム・試合につながる戦術・戦略的なことについ
て学習する。その他の種目については，基本的な技能とルール・歴史について学
習する。
＊様々な事情により視聴代替を積極的に活用しようとする生徒は，IT講座を選
択するのが望ましい。
［試験］なし
・体育の既修得単位数が
２〜３単位の生徒対象
・スクーリングがＡ，Ｂ
コースに分かれて展開
（必履修科目）
面接指導
最低出席数10回
平日登校講座18回
（前期９回　後期９回）
日曜スクーリング15回
（前期８回　後期７回）
IT講座のコンテンツ数
９（種目別）
体育Ⅲ（２単位） 科目内容 留意点
レポート２
（前期１　後期１）
体育理論と体つくり運動に加え，
［実技］
Ａコース：テニス，ソフトボール，バスケットボール
Ｂコース：バドミントン，卓球，サッカー
［レポート］
すべての種目について，発展的な技能やゲーム・試合につながる戦術・戦略的な
ことについて学習する。
＊様々な事情により視聴代替を積極的に活用しようとする生徒は，IT講座を選
択するのが望ましい。
［試験］なし
・体育の既修得単位数が
４〜５単位の生徒対象
・スクーリングがＡ，Ｂ
コースに分かれて展開
（必履修科目）
面接指導
最低出席数10回
平日登校講座18回
（前期９回　後期９回）
日曜スクーリング15回
（前期８回　後期７回）
IT講座のコンテンツ数
９（種目別）
体育特（１単位） 科目内容 留意点
レポート１
体育理論と体つくり運動に加え，球技（ニュースポーツ）を行う。
生涯にわたって運動に親しむことができる態度や手軽に楽しめるニュースポーツ
の競技方法・ルール・技能について学習する。
＊様々な事情により視聴代替を積極的に活用しようとする生徒は，IT講座を選
択するのが望ましい。
［試験］なし
・体育の既修得単位数が
６単位の生徒は履修する
こと
・体育Ⅰ〜Ⅲのどれかと
併せて履修すること（体
育Ⅱと同時履修が望まし
い）
（必履修科目）
面接指導
最低出席数５回
平日登校講座９回
（前期５回　後期４回）
日曜スクーリング８回
（前期４回　後期４回）
IT講座のコンテンツ数
５（種目別）
［出典］　平成26年度横浜修悠館高等学校　「履修ガイドブック」より抜粋して筆者作成
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別相談体制等も施されている。また生徒の実態に鑑み養
護教諭は，非常勤養護教諭を含めて２名体制になってい
る注７。
〈体育科教育の展開〉
　８名の保健体育教諭（うち４名は非常勤講師）によっ
て実施している。体育Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ（各２単位）と体育特
（１単位）の７単位を，年間４単位を上限として，入学
年次より３年以上にわたって履修するように設定されて
おり，各科目を履修できる対象を設定することで系統的
に体育を学習するように意図されている。学習の評価は，
「関心・意欲・態度」はレポートとスクーリングで評価し，
「思考・判断」「知識・理解」はレポートで，「運動の技能」
についてはスクーリングで評価する（表９）。表10にみ
るとおり，実技は９種目のスポーツと３種目のニュース
ポーツをスクーリングで学習し，実技に含まれていない
武道やダンスなどの種目は，レポートで学習するように
組まれている。面接指導（スクーリング）回数は，標準
規定よりも多く設定しており，例えば平日登校講座の18
回は３つのターム６回ずつに分けて，コースごとに３種
目の実技を行うように配置されている。スポーツ観戦に
よる放送試聴代替を６時間認めている注８。
　生徒の困難な状態に対してどのような配慮がなされて
いるのか。筆者が行った体育教諭からの聞き取り調査を
ふまえて整理すると６点挙げられる。
　①保健体育健康調査票の提出：健康状態の把握および
実技指導の際の配慮の要望確認。
　②合格者説明会時の相談会：スクーリングに対する相
談の場の設定。
　③取り出し授業：肢体不自由の生徒や集団で活動でき
ない状態にある生徒等への個別授業
の実施（担当は非常勤講師ではなく
専任教諭が行う）。
　④最低出席回数の提示：標準よりも多く単位時間を設
定しているが，最低出席回数を同時
に提示することで，体育の履修修得
に対する不安を軽減する。
　⑤IT講座による実技軽減：身体的精神的な事情のあ
る生徒は最低出席回数の８割を試聴
代替することで実技による（あるい
は登校自体の）負担を軽減する。
　⑥実技種目の配慮：当該年度３種目に絞り，集団指導
が可能な人数を確保しつつ，生徒は
１種目苦手科目があってもほかの２
種目で最低出席回数をクリアできる
ようにする。
３）配慮に基づく体育科教育実践の実際（実践上の制約
と効果）
〈実践上の制約〉
　２）の事例校のような仕組みに基づいて，どのような
実践が展開されているのか。事例校保健体育科教諭の聞
き取りからは，以下のような制約が浮かび上がる注９。
　①スクーリングを週末実施あるいは平日実施する通信
制高校においては，全日制高校（学年制）に典型的な当
該学年における指導対象の生徒が年間を通して固定して
いる条件が通用しない。通信制高校では出席するメン
バーや人数が安定しないかたちで実践を行わなければな
らない。
　「毎回毎回母体（筆者注：出席者の構成）が違う。
前回やったことの続きが基本的にやれていない。年
間計画を立てても（そのようには）できない」「（屋
外で）サッカーを実施したとき，寒い日で，年度終
わりだったこともあって一人も（スクーリングに）
来なかったこともありました」
　②生徒の心身の状態や運動経験の差の開きが大きいた
め，学習指導要領で示されているような体力の向上や技
能の向上前提には授業を計画立てることが難しい。
　「生徒が60歳もいれば，15歳もいる。教員はどの
レベルに合わせるか。サッカーで試合はできない。
陸上で走りましょう。…外部的な目標は（設定する
と），実情としてほぼみんな（スクーリングに）来
なくなってしまう。ああ楽しかった，また体育に来
ようと思わせる。授業とはいえない」
　③②に関連して，人間関係上の躓き経験がある生徒が
一定数いるため，集団活動を前提にした授業計画を立て
ることが難しい。
　「精神的に集団が苦手な生徒がいて，一対一なら
授業には参加できるが（通常の集団活動ではできな
い）。通信制に通っている子たちの多くは全国的に
体育（スクーリング）がネックになる。出席回数と
して文科省が設定している10回は生徒たちにはハー
ドルが高い。授業中ペアをつくりなさいと指示して
も無理。声かけがそもそもできないので。アイスブ
レイクでその場を和ませてペアをつくります」「マッ
ト運動では，人に（自分の様子を）見られるのが嫌
なので，順番に回転をさせるだけ。みんなの前で披
露する場をつくると，そういう生徒の人格は崩壊し
てしまい，来なくなる」
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〈教育効果〉
　かような制約は決して事例校に限ったものではなく，
全国の通信制の課程を設置する高校（公立は全ての高校）
が加盟する全国高等学校通信制教育研究会（以下，全通
研）の研究協議会における保健体育分科会の実践報告の
記録でも散見される。全国の通信制高校の保健体育科教
諭は，多様な困難を抱える生徒一人ひとりが体育のス
クーリングに参加でき，単位修得していけるよう努めて
いる。体育のスクーリングにおける配慮に基づく教育実
践は，様々に困難を抱える生徒の体育の授業に対する意
識を変え，他者との関係性を好転させ，学校生活に意欲
的にコミットするようになるといった教育効果をもたら
しうる。全通研の研究協議会の研究集録にはそうした生
徒の変容についての報告は枚挙にいとまがない。以下一
例を紹介しよう。
　「日ごろあまり体を動かすことがないので，体育
の授業を通して運動ができたのでよかったと思う。
みんなと一緒に卓球をしたら結構おもしろかった。
これからは体育の授業以外のところでも運動をして
行こうと思う。」5）
　「潔癖症で物に触れられない生徒の事例：入学当
時，本人は，体育の単位修得は絶対無理だと思って
いたので，入学年度には体育は履修しなかった。第
Ⅱステージ（筆者注：学年制であれば２年次相当）
になったところで２単位の体育２から始めるが，面
接指導のメニューでは対応できないので「歩行」，「柔
軟体操」など独自メニューとした。この体育２の単
位修得ができたことが大変大きな励みとなり，学校
に積極的に登校できるようになった。」6）
小括
　高等学校学習指導要領において設定されている体育科
の「生涯にわたって豊かなスポーツライフを継続する資
質や能力の育成」，「健康の保持増進のための実践力の育
成」及び「体力の向上」といった実践を通して獲得され
る要素の高い３つの具体的な目標は，通信制高校では，
３年間でわずか35時間分の面接指導（７単位50分授業）
で修得していかねばらない。多少の差はあるとしても生
徒誰もが集団単位で指導を受けることが可能な条件であ
れば，その短い時間で効率的な授業展開はできるかもわ
からない。
　しかしながら，通信制高校は，肢体・精神・発達等の
障害を認定されている者，うつや摂食障害，統合失調症
等心的要因による困難を抱えている者，不登校経験者，
外国につながる者など多様な層の生徒が机を並べてい
る。他者との関わりに苦労した経験ゆえに集団で行われ
る場を忌避したり，心身ともに健康とは言いがたいよう
な状態にあったり，授業へのコミットの程度や意識，身
体能力やこれまでの運動経験に大きな差があるため，体
育を同じ内容・方法で指導することには困難を有する。
事例校の体育科では，スクーリングを行うにあたり入学
時点から個別支援のニーズを集約し，必要に応じて取り
出し授業など個別対応型の授業など心身ともに負担を強
いることがないかたちで履修できるような仕組みを講じ
ている（それは全学的な入学してくる生徒の困難に対す
る支援体制を整えてきた学校づくりに基づいていると考
えられる）。
　誰もが履修できる仕組みに基づいてスクーリングの教
育実践を展開する際，系統的・継続的に実技を指導して
いくことが難しい制約を保健体育科教諭は意識してい
た。この制度的制約や生徒の多様な困難な実態による制
約を受けながらも，かような生徒を一人も取りこぼさず
に体育を学ばせていく実践づくりは，学習指導要領に設
定されているようには達成できずともスローステップな
がら一定の教育効果をもたらしていると現場では認識さ
れている。
Ⅳ　まとめにかえて
　学校教育法第50条にある「中学校における教育の基礎
の上に，心身の発達及び進路に応じて，高度な普通教育
及び専門教育を施すことを目的とする」高校として設置
された通信制課程は，本論で整理してきたような制度変
容と受け入れる生徒層の変容をともない今日にいたって
いる。高校在籍者全体でみればマイノリティである通信
制高校生の数は減らずに漸増している状況と入学する多
様な層の生徒の実態をみるならば，通信制高校は同世代
の若者の中でもより社会的排除のリスクを抱えている層
を受け入れる後期中等教育機関として位置づいている。
それゆえに，かような生徒の困難な状態を改善していく
ような支援体制や教育の在り方が教育政策および教育実
践上の重要な課題にもなっているといえる。しかしなが
ら，その役割や機能について論じるには，その制度的多
様性を鑑みるに難しい点が少なくない。
　通信制高校における教科「体育」は，本論で論じたよ
うに学習指導要領によって設定されている各領域内容を
あますことなく実施するには，制度的制約と生徒の多様
性による制約は大きい。現場の保健体育教諭は，そのジ
レンマを抱えながら，履修する一人ひとりの状態に即し
た教育実践を模索している。こうした現場で取り組まれ
ている通信制高校における「体育」
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
は別の視点に立つと
次のようにとらえ直して教科教育の意義を考えることは
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できないだろうか。①不登校経験等なんらかの理由によ
り健康および身体的発達が不十分のまま高校段階までき
てしまった者にとっては，その発達を回復させる機会，
②他者との関係を回復する機会，③運動技能を高めるこ
とを通して「できる」という自己肯定感を回復する機会，
④それらの回復にともなって，積極的に高校生活を送る
ことが可能となり，ひいては社会参加への意欲と力を培
う機会を与える。それは当該教科が，集団的身体的コミュ
ニケーションを前提とする教科の特質を有し，他教科と
比して面接指導回数が多いことによって担保されている
と考える。
　本論の最後に通信制高校における体育科教育研究に関
して，今後の課題を３点あげたい。１点目は，通信制高
校生の体力・運動能力に関する実態調査分析である。本
論でみてきたように通信制高校には中学卒業後と同時に
入学する層が増加している。彼らの中には義務教育段階
でかような調査に参加していない可能性もあり，通信制
高校に通う若者の実態は正確につかめていないのが現状
である。しかしながら，文科省の新体力テスト実施要領
に基づいて高等学校の生徒を対象各自治体が実施してい
る体力・運動能力に関する実態調査には，通信制高校に
通う生徒は対象外かもしくは各校の生徒の実情に照らし
参加するか各校に判断を委ねている場合が少なくない。
教育課程上調査を実施する時間が取れない状況や他者に
身体的な表出する機会を忌避する生徒の実態ゆえの判
断（配慮）もあるからだろう。筆者としてはまずはデー
タを収集している自治体のデータ分析を実施していきた
い。
　２点目は，より多様な高校で取り組まれている体育科
教育の実践データの収集と分析を行う必要性である。通
信制高校に限定した体育科教育の実践は，学校数が相対
的に少ないこともあり収集が難しい。本論で整理したよ
うに今日の通信制高校は一様には論じることが難しい状
況にあるが，可能な限り高校の多様性を考慮しながら教
育実践データを収集して理論化を行う作業が必要であ
る。３点目は，２点目に関わって通信制高校で行われて
いる体育科教育の原理的な考察である。通信制高校に通
う多様な困難を抱える生徒一人ひとりが体育教育実践を
通して促されていく内的変容の価値について検討してい
くことは，現場で模索をしている保健体育教諭が，制約
ゆえに陥りやすい教育実践の矮小化（「この生徒たちに
はこの程度できればいい」「楽しく体を動かせたと思え
たらそれでよい」）とは異なるダイナミックな実践を構
想していく一助になろう。
付　記
　本研究は「平成26年度北翔大学北方圏生涯スポーツ研
究センター研究費」および「平成26年度科学研究費補助
金・基盤研究（Ａ）課題番号24243072　戦後日本におけ
る中等教育改革の総合的研究」の交付を受けて実施した
成果の一部である。
注
注１　2014年度学校基本調査によれば，公立の通信制高
校77の本務校に養護教諭または養護助教諭の本務者は
19名のみで，兼務者（19名）および協力校（20名）を
合わせてもまだ４分の１の学校には未配置のままと
なっている。
注２　2014年度学校基本調査によれば，修業年別学校数
（計259校）の内訳は，修業年限３年：198校，修業年
限４年以上：61校。公立（計100校）の内訳は，修業
年限３年：52校，修業年限４年以上：48校。私立（計
159校）の内訳は，修業年限3年：146校，修業年限4年
以上：13校。一つの学校に２つの修業年限別の通信制
課程を設置している学校もあるため，通信制高校学校
数231校よりも実数上高くなっている。
注３　2014年度学校基本調査によれば，231校のうち独立
校は98校（うち私立90校），併置校は133校（うち公立
69校）となっている。公私の比率でみると独立校のお
よそ９割が私立である。公立高校のおよそ９割が併置
校になっている。
注４　例えば「平日登校講座」，「日曜講座」，「IT講座」
と面接指導の方法を複数配置して生徒に科目ごとに選
択させる公立通信制高校や，自由に使える時間を活用
したスポーツアスリートや芸能人養成と通信制教育を
組み合わせたコースを設置している広域通信制高校な
ど，多様化が進んでいる。
注５　およそ９割の通信制高校が単位制であり卒業に必
要な単位数を生徒自身の学習進度にあわせて修得する
ことが可能であるため，在籍者数と当該年度の履修者
数は必ずしも一致しない。
注６　2014年10月16日に開催された「文部科学省指定研
究開発公開授業」実地調査にて入手した配付資料をも
とに整理。
注７　前掲注６の資料をもとに整理。
注８　平成26年度「学習のしおり」「履修ガイドブック」「新
入生のしおり」「学習報告課題集体育Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・特」
および体育教諭に実施したインタビュー調査したデー
タをもとに整理。なお，インタビュー調査は，40代後
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通信制高校の制度および生徒の多様性をふまえたカリキュラムのあり方の検討
半の教員歴24年調査校５年目の男性１名に対して2015
年２月10日神奈川県立横浜修悠館高等学校校内にて実
施。
注９　前掲注８
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